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資料8：大学設置基準等の改正について（答申）＊1

中央教育審議会＊2（2003．1．23）

大学設置基準改正要綱

　第一　大学等の名称

　大学及び学部等の名称は，大学として適当であると

ともに，当該大学の教育研究上の目的にふさわしいも

のとすること．

　第二　教員組織

　大学は，教育研究の継続性を確保し，かつその活性

化を図るため，教員の構成が特定の年齢層に著しく偏

ることのないよう配慮するものとすること．

　第三　学長の資格

　学長となることのできる者は，人格が高潔で，学識

が優れ，かつ，大学運営に関し識見を有すると認めら

れる者とすること．

　第四　教授の資格

　教授となることのできる者として，専門職学位を有

し，当該学位の分野に関する業務上の実績を有する者

であって，大学における教育を担当するにふさわしい

教育上の能力を有すると認められる者を追加するこ

と．

　第五　助教授の資格

　助教授となることのできる者として，k記の要件に

加え，専門職学位を有する者であって，大学における

教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると

認められる者を追加すること．

　第六　収容定員

　収容定員は，学生受け入れに当たって，教育研究の

質及び教育環境の確保，保証を図る観点から，その適

正な管理が行われるものとすること．

　第七　校舎及び附属施設以外の場所での授業

　大学は，文部科学大臣が別に定めるところにより，

授業を校舎及び附属施設以外の場所で行うことができ

ることとすること．

　第八　入学者選抜

　入学者の選抜については，公正かつ妥当な方法によ

り，適当な体制を整えて行うものとすること．

　第九　校地及び校舎の面積

＊lhttp：〃www．mext．go．jp／b＿menu／shingi／chukyo／

chukyoO／toushin／030202．htm（accessed　18　July　2006）

＊2会長：鳥居泰彦

　大学における校地の面積（寄宿舎その他附属病院以

外の附属施設用地の面積を除く⊃は，学生1人当た

り10平方メートルとして，収容定員を基礎として算

定した面積に附属病院建築面積を合計した面積とする

こと．

　また，夜間学部がこれと同じ種類の昼間学部と近接

した施設等を使用する場合の夜間学部に係る校地の面

積は，当該夜間学部における教育研究に支障のない面

積とすること．

　校舎の面積について，学部の種類毎の最低基準を定

めること．

　構造改革特別区域においては，地域の集積が高い等

の特別の理由があって，大学の教育・研究に支障が生

じない場合には，校地面積を減ずることができるとす

ること．

　第十　教育研究環境の整備

　大学は，その教育研究上の目的を達成するため，教

育研究経費の確保等の方法により，良好な教育研究環

境の整備を図るものとすること．

　第十一　段階的整備

　教員組織，校舎等の施設及び設備については，別に

定めるところにより，段階的に整備することができる

こと．

　第十二　学校教育法第六十八条に定める大学につい

ての適用除外

　第三十四条，第三十五条，第三十六条第四項及び第

五項の規定並びに第三十七条に規定する校地の面積

は，学校教育法第六十八条に定める大学には適用しな

いとすること．

　構造改革特別区域においては，地域の集積が高い等

の特別の理由があって，大学院の教育・研究に支障が

生じない場合には，校舎面積を減ずることができると

すること．

　第十三　施行期日

　この改正は，平成15年4月1日から施行するものと

する．

　第十四　その他

　その他所要の規定の整備を行うこと．

　大学院設置基準改正要綱

　第一大学院設置基準の趣旨に関する事項
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　大学院設置基準は，大学院を設置するのに必要な最

低の基準とするとともに，大学院は，この省令で定め

る設置基準より低下した状態にならないようにするこ

とはもとより，その水準の向上を図ることに努めなけ

ればならないことを明確にすること．

　第二　大学院の課程に関する事項

　大学院における課程として，修十課程，博十課程に

加え，専門職学位課程を位置付けること．

　第三　専ら夜間において教育を行う大学院の課程に

関する事項

　大学院には，専ら夜間において教育を行う修士課

程，博士課程に加え，専ら夜間において教育を行う専

門職学位課程を置くことができることとすること．

　第四　修士課程の目的に関する事項

　修士課程は，広い視野に立つて精深な学識を授け，

専攻分野における研究能力又は専攻分野における研究

能力とともに高度専門職業能力を培うことを目的とす

ることを明確にすること．

　第五　専門職学位課程修了者の博士課程の修了要件

等に関する事項

　専門職学位課程を修rした者の博＋課程の修了要件

は，大学院に5年から当該専門職学位課程の標準修

業年限を差し引いた期間以上在学し，かつ，必要な研

究指導を受けた上，当該大学院の行う博上論文の審査

及び試験に合格することとすること．

　（ただし，在学期間に関しては，優れた研究業績を

上げた者については，標準修業年限を1年以上2年

未満若しくは2年とした専門職学位課程を修了した

場合は大学院に3年から当該専門職学位課程の標準

修業年限を差し引いた期間以E，又は法科大学院の課

程を修了した場合は1年以上在学すれば足りるもの

とすること．）

　このため，修了要件又は標準修業年限について必要

な整備を行うこと．

　第六　専門大学院に関する事項

　専門大学院に係る規定は削除するものとすること．

　第七　研究科等の名称に関する事項

　研究科等の名称は，大学院の研究科等として適当で

あるとともに，当該研究科等の教育研究上の目的にふ

さわしいものとすること．

　第八　専攻に関する事項

　前期2年及び後期3年に区分する博上課程におい

ては，必要に応じ，前期の課程と後期の課程で異なる

専攻を置くことができるものとすること．

　第九　教員組織

　大学は，教育研究の継続性を確保し，かつ，その活

性化を図るため，教員の構成が特定の年齢層に著しく

偏ることのないよう配慮するものとすること．

　第十　収容定員に関する事項

　収容定員は，学牛受け入れに当たって，教育研究の

質及び教育環境の確保，保証を図る観点から，その適

正な管理が行われるものとすること．

　第十一　校舎及び附属施設以外の場所での教育に関

する事項

　大学院は，文部科学大臣が別に定めるところによ

り，前項の教育を，校舎及び附属施設以外の場所で行

うことができることとすること．

　第十二　教育研究環境の整備に関する事項

　大学院は，その教育研究上の目的を達成するため，

教育研究経費の確保等の方法により，良好な教育研究

環境の整備を図るものとすること．

　第十三　入学者選抜に関する事項

　入学者の選抜については，公正かつ妥当な方法によ

り，適当な体制を整えて行うものとすること．

　第十四　複数の大学が協力して教育研究を行う研究

科に関する事項

　大学院には，二以上の大学が協力して教育研究を行

う研究科を置くことができることとすること．

　また，当該研究科の教員は，教育研究上支障を生じ

ない場合には，当該研究科における教育研究を協力し

て行う大学の教員がこれを兼ねることができることと

すること．

　第十五　段階的整備に関する事項

　教員組織，校舎等の施設及び設備については，別に

定めるところにより，段階的に整備することができる

こととすること．

　第十六　施行期口

　この改正は，平成15年4月1日から施行するもの

とする．

　第十七　その他

　その他所要の規定の整備を行うこと．

専門職大学院設置基準要綱

　第・専門職大学院設置基準の趣旨に関する事項

　専門職大学院設置基準は，専門職大学院を設置する

のに必要な最低の基準とするとともに，専門職大学院

は，この省令で定める設置基準より低下した状態にな

らないようにすることはもとより，その水準の向上を

図ることに努めなければならないことを明確にするこ

と．
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　第二　専門職学位課程に関する事項

　1　専門職学位課程の目的

　専門職学位課程は，高度の専門性が求められる職業

を担うための深い学識及び卓越した能力を培うことを

目的とすること．

　2　専門職学位課程の標準修業年限

　専門職学位課程の標準修業年限は，2年（専攻分野

の特性により必要があると認められる場合には，1年

以ti　2年未満の期間）とすること．

　3　専門職学位課程のいわゆる1年制コース，長

期在学コース

　2の標準修業年限にかかわらず，その特例として，

専門職学位課程においては，⊥として実務の経験を有

する者に対して教育を行う場合など，教育上の必要が

あると認められる場合には，研究科，専攻又は学生の

履修上のコースに応じ，その標準修業年限は，1年以

上2年未満の期間又は2年を超えるもの（2の標準修

業年限が1年以k2年未満のものにあっては，当該

期間を超えるもの）とすることができること．

　第三　教員組織に関する事項

　1　教員組織

　専門職大学院には，以下のからの要件に該当し，か

つ，その担当する専門分野に関し高度の教育Eの指導

能力があると認められる教員を，専攻ごとに，必要数

置くものとすること．

　①専攻分野について，教育Fi又は研究上の業績を有

する者

　②専攻分野について，高度の技術・技能を有する者

　③専攻分野について，特に優れた知識及び経験を有

する者

　また，必置専任教員は，学部・修士課程・博1：課程

の専任教員の数に算入できない教員とすること．（た

だし，必要専任教員は平成25年までの問，博t課程

の専任教員の必要数に算入でき，かつ，その3分の1

までは，学部・修＋課程の専任教員の必要数に算入で

きることとすること．）

　2　実務家教員

　上記の教員のうち相当数は，専攻分野における実務

の経験を有し，かつ高度の実務の能力を有する者とす

ること．

　第四　教育方法等に関する事項

　1　教育課程

　専門職大学院は，その教育Eの目的を達成するため

に専攻分野に応じ必要な授業科目を開設し，体系的に

教育課程を編成すること．

　2　授業を行う学生数

　専門職大学院が・の授業科目について同時に授業を

行う学牛数は，授業の方法及び施設，設備その他の教

育上の諸条件を考慮して，教育効果を十分にあげられ

るような適当な人数とすること．

　3　授業の方法

　専門職大学院においては，その目的を達成し得る実

践的な教育を行うよう事例研究，討論，現地調査，双

方向の授業など適切に配慮しなければならないとする

こと．

　この場合において，多様なメディアを高度に利用し

て行う授業等は，十分な教育効果が得られる専攻分野

について，当該効果が得られる授業等に関して実施で

きること．

　4　成績評価基準等の明示等

　専門職大学院は，学生に対して，授業の方法及び内

容，一年間の授業の計画をあらかじめ明示すること．

成績評価及び修了認定については，厳格性及び客観性

を確保するため，その基準をあらかじめ明示するとと

もに，当該基準にしたがって適切に行うものとするこ

と．

　5　教育内容等の改善のための組織的な研修等

　専門職大学院は，授業の内容及び方法の改善を図る

ための組織的な研修及び研究を実施すること．

　6　履修科目の登録の上限

　専門職大学院は，学牛に各年次にわたつて適切に授

業科目を履修させるため，学生が1年間又は1学期

に履修科目として登録することができる単位数の上限

を定めること．

　7　他の大学院における授業科目の履修等（単位

互換等）

　専門職大学院は，教育E有益と認めるときは，学生

が他の大学院において履修した授業科目について修得

した単位を，当該専門職大学院が修了要件として定め

る単位数の2分の1を超えない範囲で当該専門職大

学院の授業科目の履修により修得したものとみなすこ

とができること．

　また，上記の事項は，学生が，外国の大学院に留学

する場合及び外国の大学院が行う通信教育における授

業科目を我が国において履修する場合について準用す

ること．

　8　入学前の既修得単位等の認定

　専門職大学院は，教育L有益と認めるときは，学生

が当該専門職大学院に入学する前に大学院において履

修した単位を，当該専門職大学院に入学した後の当該
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専門職大学院における授業科目の履修により修得した

ものとみなすことができること．

　また，入学前の既修得単位を認定できる単位数は，

他の大学院の授業科目について当該専門職大学院にお

いて履修したとみなす単位数と合わせて，当該専門職

大学院が修了要件として定める単位数の2分の1を

超えないものとすること．

　第五　専門職学位課程の修了要件に関する事項

　専門職大学院の課程の修了の要件は，2年（2年以

外の標準修業年限を定める研究科等にあっては，当該

標準修業年限）以上在学し，当該専門職大学院の定め

る30単位以Eの単位の修得その他当該専門職大学院

の定める教育課程を修了すること．

　入学前の既修得単位について認定された者について

は，標準修業年限の2分の1を超えない範囲で当該

単位の数に相当する期間在学期間を短縮できること，

　第六　施設及び設備に関する事項

　専門職大学院の施設及び設備（講義室等，機械，器

具等，図書等の資料，学部等の施設及び設備の共用）

については，大学院設置基準の規定を適用するととも

に，専門職大学院の目的に照らし十分な教育効果をあ

げることができると認められるものとすること．

　第七　法科大学院に関する事項

　1　法科大学院の目的

　法曹養成のための教育を行うことを目的とする専門

職大学院は，法科大学院とすること．

　2　法科大学院の標準修業年限

　法科大学院の標準修業年限は，3年とすること．

　3　長期在学コース

　教育hの必要があると認められる場合には，研究

科，専攻又は学生の履修上のコースに応じ，3年を超

えることができること．

　4　入学者選抜

　法科大学院は，入学者の選抜にあたっては，文部科

学大臣の定めるところにより，多様な学習歴等を持つ

者を入学させるよう努めるものとすること．

　また，法科大学院は，入学者の適性を適確かつ客観

的に評価するため，必要な措置を講ずるものとするこ

と．

　5　法科大学院の授業科目の基準

　法科大学院は，文部科学大臣が別に定める内容の授

業科目を開設すること．

　6　他の人学院における授業科目の履修等（単位

互換）

　法科大学院は，教育上有益と認めるときは，学生が

他の人学院において履修した授業科目について修得し

た単位を，30単位を超えない範囲で当該法科大学院

における授業科目の履修により修得したものとみなす

ことができること．

　また，卜記の事項は，学生が，外国の大学院に留学

する場合及び外国の大学院が行う通信教育における授

業科目を我が国において履修する場合について準用す

ること．

　7　入学前の既修得単位等の認定

　法科大学院は，教育上有益と認めるときは，学生が

当該法科大学院に入学する前に大学院において履修し

た単位を，当該法科大学院に入学した後の当該法科大

学院における授業科目の履修により修得したものとみ

なすことができること．

　また，入学前の既修得単位を認定できる単位数は，

他の大学院の授業科目について当該法科大学院におい

て履修したとみなす単位数と合わせて，30単位を超

えないものとすること．

　8　法科大学院の修了要件

　法科大学院の課程の修了の要件は，3年（3年を超

える標準修業年限を定める研究科等にあつては，当該

標準修業年限）以上在学し，かつ，93単位以上を修

得すること．

　9　法科大学院における在学期間の短縮

　入学前の既修得単位について認定された者について

は，一一年を超えない範囲で当該単位の数に相当する期

間在学期間を短縮できること．

　10　法学既修者

　法学既修者（法科大学院において必要とされる法律

学の基礎的な学識を有すると認められる者）について

は，30単位を超えない範囲の単位を修得したものと

みなし，1年を超えない範囲で当該単位の数に相当す

る期間在学期間を短縮することができることとするこ

と．

　法学既修者について在学したものとみなすことので

きる期間は，入学前の既修得単位について認定された

者について短縮する期間と合わせて，1年を超えない

ものとすること．

　法学既修者について修得したものとみなすことので

きる単位数は，入学前の既修得単位及び他の大学院の

授業科目について当該法科大学院において履修したと

みなす単位数と合わせて，30単位を超えないものと

すること．

　第八　施行期日

　専門職大学院設置基準は，平成15年4月1日から
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施行するものとする．ただし，法科大学院に係る規定

は平成16年4月1日から施行するものとする．

　短期大学設置基準改正要綱

　第一　名称

　短期大学及び学科等の名称は，短期大学として適当

であるとともに，当該短期大学の教育研究上の目的に

ふさわしいものとすること．

　第二　教員組織

　短期大学は，教育研究の継続性を確保し，かつその

活性化を図るため，教員の構成が特定の年齢層に著し

く偏ることのないよう配慮するものとすること．

　第三　学長の資格

　学長となることのできる者は，人格が高潔で，学識

が優れ，かつ，大学運営に関し識見を有すると認めら

れる者とすること．

　第四　教授の資格

　教授となることのできる者として，専門職学位を有

し，当該学位の分野に関する業務上の実績を有する者

であって，短期大学における教育を担当するにふさわ

しい教育上の能力を有すると認められる者を追加する

こと．

　第五　助教授の資格

　助教授となることのできる者として，上記の要件に

加え，専門職学位を有する者であって，短期大学にお

ける教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有す

ると認められる者を追加すること．

　第六　学生定員

　学生定員は，学生受け入れに当たって，教育研究の

質及び教育環境の確保，保証を図る観点から，その適

正な管理が行われるものとすること．

　第七　校舎及び附属施設以外の場所での授業

　大学は，文部科学大臣が別に定めるところにより，

授業を校舎及び附属施設以外の場所で行うことができ

ることとすること．

　第八　入学者選抜

　入学者の選抜については，公正かつ妥当な方法によ

り，適当な体制を整えて行うものとすること．

　第九　校地の面積

　短期大学における校地の面積（寄宿舎その他の附属

施設用地の面積を除く．）は，学生1人当たり10平

方メートルとして，収容定員を基礎として算定した面

積とすること．

　また，夜間の学科等がこれと同じ種類の昼間の学科

等と近接した施設等を使用する場合の夜間の学科等に
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係る校地の面積は，当該夜間の学科等における教育研

究に支障のない面積とすること．

　第十　教育研究環境の整備

　短期大学は，その教育研究Eの目的を達成するた

め，教育研究経費の確保等の方法により，良好な教育

研究環境の整備を図るものとすること．

　第十’段階的整備

　教員組織，校舎等の施設及び設備については，別に

定めるところにより，段階的に整備することができる

こと．

　第十二　施行期口

　この改正は，平成15年4月1日から施行するもの

とする．

　第十三　その他

　その他所要の規定の整備を行うこと．

　大学通信教育設置基準改正要綱

　所要の規定の整備を行うこと．

　短期大学通信教育設置基準改正要綱

　所要の規定の整備を行うこと．

　高等専門学校設置基準改正要綱

　第一名称

　高等専門学校及びその学科の名称は，高等専門学校

として適当であるとともに，当該高等専門学校の教育

研究上の目的にふさわしいものとすること．

　第二　教員組織

　高等専門学校は，教育研究の継続性を確保し，かつ

その活性化を図るため，教員の構成が特定の年齢層に

著しく偏ることのないよう配慮するものとすること．

　第三　校長の資格

　校長となることのできる者は，人格が高潔で，学識

が優れ，かつ，高等専門学校運営に関し識見を有する

と認められる者とすること．

　第四　教授の資格

　教授となることのできる者として，専門職学位を有

し，当該学位の分野に関する業務上の実績を有する者

であって，高等専門学校における教育を担当するにふ

さわしい教育Eの能力を有すると認められる者を追加

すること．

　第五　助教授の資格

　助教授となることのできる者として，ヒ記の要件に

加え，専門職学位を有する者であって，高等専門学校

における教育を担当するにふさわしい教育Eの能力を
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有すると認められる者を追加すること．

　第六　学生定員

　学生定員は，学生受け入れに当たって，教育研究の

質及び教育環境の確保，保証を図る観点から，その適

正な管理が行われるものとすること．

　第七　校舎及び附属施設以外の場所での授業

　高等専門学校は，文部科学大臣が別に定めるところ

により，授業を校舎及び附属施設以外の場所で行うこ

とができることとすること．

　第八　入学者選抜

　入学者の選抜については，公正かつ妥当な方法によ

り，適当な体制を整えて行うものとすること．

　第九　校地の面積

　高等専門学校における校地の面積（寄宿舎その他の

附属施設用地の面積を除く．）は，学生1人当たり10

平方メートルとして，収容定員を基礎として算定した

面積とすること．

　第十　教育研究環境の整備

　高等専門学校は，その教育研究Eの目的を達成する

ため，教育研究経費の確保等の方法により，良好な教

育研究環境の整備を図るものとすること．

　第十一　段階的整備

　教員組織，校舎等の施設及び設備については，別に

定めるところにより，段階的に整備することができる

こと．

第十二　施行期日

　この改正は，平成15年4月1日から施行するもの

とする．

第十三　その他

その他所要の規定の整備を行うこと．

学位規則改正要綱

　第一専門職大学院の課程を修rした者に対し授与

する学位

専門職大学院の課程（法科大学院の課程を除く．）を

修了した者に授与する学位は○○修士（専門職）とす

ること．

法科大学院の課程を修了した者に授与する学位を修了

した者に授与する学位は法務博士（専門職）とするこ

と．

　第二　専門職学位の学位授与の要件

専門職学位の授与は，専門職大学院を置く大学が，当

該専門職大学院の課程を修了した者に対し行うものと

すること．

　第三　専攻分野の名称関係

人学は，専門職学位を授与するに当たっては，適切な

専攻分野の名称を付記するものとすること．

　（ただし，法科人学院の課程を修了した者に学位を

授与する場合には，「法務」を付記すること．）

資料9：医師国家試験改善検討委員会報告書（概要）＊1

医師国家試験改善検討委員会＊2（2003．4．17）

1．趣旨

　臨床研修の必修化など医師の資質の向上に向けた取

り組みが行われている中，改めて現状の医師国家試験

を評価し，医師国家試験の改善を行うため，平成14

年7月に「医師国家試験改善検討委員会」を再開し，

ワーキンググループでの審議を含め，計7回の審議

を行い，今般改善事項を取りまとめた．なお，これら

の改善事項は平成17年（第99回）の試験から適用

することが望ましい．

＊1http：／／wwwmhlw．go．jp／shingi／2003／04／sO417－

2a．html（accessed　18　July　2006）

＊2委員長：黒川　清

II　．医師国家試験改善検討委員会報告書の概

　　要

　1．平成17年（第99回）の試験からの改善事項

　（1）出題数・出題内容

　出題数は引き続き500題とし，出題内容としては

基本的な診療能力に関する出題の充実を図りつつ，医

の倫理・患者の人権，医療面接等にも配慮した出題に

も考慮する．

　臨床実地問題は臨床実習の成果が反映される問題を

出題する．

　試験設計表（ブループリント）により各項目ごとの

規定数を引き続き規定する．


